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11月21日に衆議院が解散され、12月2日公示14日投票で第47回衆議院総選挙が行われます。

今回の総選挙は、この2年間の第2次安倍内閣の政策全般が問われる選挙となります。 

医療福祉生協連は、この間進められてきた重要な政策（社会保障・税一体改革、医療・介

護一体改革法、TPP参加、普天間基地の完全撤去、集団的自衛権、特定秘密保護法、原発再

稼働等）に対して、それぞれ立場を鮮明にした総会決定や声明発表、要望書提出などを行っ

てきました。（資料①） 

これらは、「医療福祉生協のいのちの章典」で示した「いのちとくらしを守り健康をはぐ

くむ」「憲法をもとに人権が尊重される社会と保障の充実をめざす」という医療福祉生協連

の立場から発したものです。「健康をつくる。平和をつくる。いのち輝く社会をつくる。」と

いう医療福祉生協の理念は、多くの国民の願いと一致しています。そのことは、この間の各

種世論調査の結果で、安倍内閣の政策への反対が多数を占めていることでも明らかです。 

 

とりわけ、医療福祉生協連が要望したのは、憲法の平和主義と住民主権に立脚した政治の

推進でした。しかし、閣議決定のみで集団的自衛権をめぐる憲法解釈が変更され、社会保障

と税、医療・介護の関連法案は、強行採決が繰り返されるなど、国会や国民の世論を無視し

た暴走が続きました。 

 

今回の総選挙は、こうした国民の意見や意思に背くやり方に私たちが審判を下す絶好のチ

ャンスです。また、安倍首相が解散時に述べた一年半後には景気にかかわらず消費税を10%

にすることや、安倍内閣の最終目標と言われる「海外で戦争する国づくり」をめざす憲法改

正を許すのかどうかが問われます。 

これら平和や民主主義の未来にかかわる今回の選挙の重要性をふまえ、また私たちの政策

要求の実現に向けて、選挙への関心を高め、政策論議を広げるとりくみを強めましょう。           

 以 上 

 

http://search.yomiuri.co.jp/index.html?q=%E9%81%B8%E6%8C%99&r=reflink


 

【資料】この間 医療福祉生協連が発した主な声明・要望書 

 

 

 

①普天間基地  

○2010年 11月 6日 常任理事会声明 

「沖縄県民に連帯し、普天間基地の完全撤去を求めます」 

②ＴＰＰ参加  

○2011年 11月 1日会長理事声明 

「国民皆保険の崩壊につながるＴＰＰへの参加に反対します」 

○2013年 3月 16日 会長理事声明 

「ＴＰＰ交渉参加表明に対する抗議声明」 

③原発再稼働  

○2012年 5月 31日 政府に要望書送付 

「原子力発電所の再稼動に関する要望書」 

④社会保障と消費税 

○2012年 6月 27日 会長理事声明 

「『社会保障・税一体改革関連８法案』の衆議院での強行採決に抗議します」 

○2012年 8月 10日 会長理事声明 

「参議院での「社会保障・税一体改革関連８法案」強行採決に抗議します」 

⑤特定秘密保護法  

○2013年 11月 29日 専務理事声明 

「特定秘密保護法案の衆議院採決強行に抗議し、廃案を求める」 

○2013年 11月 29日 専務理事声明 

「特定秘密保護法成立に抗議し、その廃止に向けた運動に立ち上がろう」 

⑥集団的自衛権  

○2014年 7月 2日 会長理事声明 

「集団的自衛権を容認する閣議決定に抗議し撤回をもとめます」 


